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凡 例

１ 文中の金額は、原則として千円単位で表示し、単位未満を四捨五入

しているため、合計額又は差額が一致しない場合もある。

２ 文中及び表中で用いる百分率は、原則として小数点以下第２位を四

捨五入したものである。

３ 各表中等の「 」については、該当数値はあるが単位未満のもの

を、「－」については該当数値のないものを表す。
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令和元年度日立市一般会計・特別会計歳入歳出決算  

及 び 基 金 運 用 状 況 に 関 す る 審 査 意 見 に つ い て 

 

地 方 自 治 法 第 ２ ３ ３ 条 第 ２ 項 及 び 第 ２ ４ １ 条 第 ５ 項 の 規 定 に よ り 、

審 査 に 付 さ れ た 令 和 元 年 度 日 立 市 一 般 会 計 ・ 特 別 会 計 歳 入 歳 出 決 算

及 び 附 属 書 類 並 び に 令 和 元 年 度 の 基 金 運 用 状 況 を 示 す 書 類 を 審 査 し

た の で 、 次 の と お り 意 見 を 提 出 し ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

令和元年度日立市一般会計・特別会計歳入歳出決算 
及 び 基 金 運 用 状 況 に 関 す る 審 査 意 見 

 
 
第１ 審査の対象 
［歳入歳出決算］ 
１ 一般会計 

１ 令和元年度 日立市一般会計歳入歳出決算

２ 特別会計

１ 令和元年度 日立市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

２ 同 日立市介護保険事業特別会計歳入歳出決算

３ 同 日立市介護サービス事業特別会計歳入歳出決算

４ 同 日立市戸別合併処理浄化槽事業特別会計歳入歳出決算

５ 同 日立市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算

３ 上記決算に関する証書類、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書

及び財産に関する調書

［基金運用状況調書］ 
１ 令和元年度 日立市高額療養費貸付基金 
２     同          日立市奨学金貸付基金 

   
第２ 審査の期間  

令和２年７月１日から令和２年８月６日まで

 
第３ 審査の方法

１ 一般会計・特別会計歳入歳出決算については、審査の対象とした書類と関係諸

帳簿・書類により総括的に審査を実施し、例月現金出納検査並びに定期監査の結

果を参考にしながら、「決算計数の正確性」及び「収入支出の合規性」の確認を

行い、あわせて関係職員から説明を聴取して審査した。

２ 基金の運用状況については、基金運用状況調書と関係諸帳簿・書類により上記

に準じ審査した。
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第４ 審査の結果 
審査に付された一般会計・特別会計歳入歳出決算及び附属書類は、いずれも関

係法令に準拠して作成されており、かつ計数は関係諸帳簿等と符合し正確である

と認めた。

また、基金の運用状況については、条例の目的に従って適正に運用されており、

関係諸帳簿等と符合し計数的にも正確であると認めた。
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第４ 審査の結果 
審査に付された一般会計・特別会計歳入歳出決算及び附属書類は、いずれも関

係法令に準拠して作成されており、かつ計数は関係諸帳簿等と符合し正確である

と認めた。

また、基金の運用状況については、条例の目的に従って適正に運用されており、

関係諸帳簿等と符合し計数的にも正確であると認めた。

決 算 の 概 要 

１ 歳入歳出決算状況

（１）歳 入

一般会計及び特別会計の歳入決算総額は 億 万 千円 一般会計

億 万 千円、特別会計 億 万円 で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 減少している。

予算現額に対する執行率については ％と前年度に比較し ポイント下

回っている。

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

予算現額 △ △

（一般会計）

（特別会計） △ △

調定額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計） △ △

収入済額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計） △ △

執行率（％） △ ‐

（一般会計） △ ‐

（特別会計） ‐

不納欠損額は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ の減

少、収入未済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少

している。

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

不納欠損額 △ △

（一般会計）

（特別会計） △ △

収入未済額 △ △

（一般会計）

（特別会計） △ △
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（２）歳 出

一般会計及び特別会計の歳出決算総額は 億 万 千円 一般会計

億 万 千円、特別会計 億 万円 で、前年度に比較し 億 万

円 ％ 減少している。

予算現額に対する執行率については ％と前年度に比較し ポイント下

回っている。

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

予算現額 △ △

（一般会計）

（特別会計） △ △

支出済額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計） △ △

執行率（％） △ ‐

（一般会計） △ ‐

（特別会計） ‐

翌年度繰越額は、一般会計において継続費逓次繰越額 億 万 千円、繰越明

許費繰越額 億 万 千円、合計 億 万 千円を繰り越しており、前年

度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。

不用額は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少し

ている。

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

翌年度繰越額

（一般会計）

（特別会計） ‐ ‐ ‐ ‐

不用額 △ △

（一般会計）

（特別会計） △ △
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（２）歳 出

一般会計及び特別会計の歳出決算総額は 億 万 千円 一般会計

億 万 千円、特別会計 億 万円 で、前年度に比較し 億 万

円 ％ 減少している。

予算現額に対する執行率については ％と前年度に比較し ポイント下

回っている。

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

予算現額 △ △

（一般会計）

（特別会計） △ △

支出済額 △ △

（一般会計） △ △

（特別会計） △ △

執行率（％） △ ‐

（一般会計） △ ‐

（特別会計） ‐

翌年度繰越額は、一般会計において継続費逓次繰越額 億 万 千円、繰越明

許費繰越額 億 万 千円、合計 億 万 千円を繰り越しており、前年

度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。

不用額は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少し

ている。

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

翌年度繰越額

（一般会計）

（特別会計） ‐ ‐ ‐ ‐

不用額 △ △

（一般会計）

（特別会計） △ △

（翌年度繰越額の状況）

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

継続費逓次繰越額

繰越明許費繰越額 △ △

事故繰越し繰越額 ‐ △ ‐

（３）実質収支

財政運営状況判断の基準となる実質収支は 億 万 千円 一般会計 億

万 千円、特別会計 億 万円 と黒字となっており、前年度に比較し

億 万 千円 ％ 増加している。

（単位 千円）

（会計別実質収支の状況）

（単位 千円）

区 分
歳 入
決 算 額

歳 出
決 算 額

歳入歳出
差 引 額

翌 年 度 へ
繰 り 越 す
べ き 財 源

実 質
収 支 額

一般会計

特別会計 ‐

区 分 元年度 年度
対前年度比較

増 減 額 増減率 ％

歳 入 決 算 額 △ △

歳 出 決 算 額 △ △

歳 入 歳 出 差 引 額

翌年度へ繰り越すべき財源

継続費逓次繰越額

繰越明許費繰越額 △ △

‐ △ ‐

実 質 収 支 額

実 質 収 支 比 率 ％） ‐

事故繰越し繰越額
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（４）純計決算総額

決算総額には、一般会計と特別会計間において、繰入金・繰出金がそれぞれ

億 万 千円含まれているので、これを差し引いた純計決算総額は、次表の

とおりである。

（単位 千円）

繰入・繰出の状況

（単位 千円）

２ 財政指標

普通会計 一般会計及び特別会計 決算の財政指標を前年度と比較すると、次表の

とおりである。

区 分 歳 入 歳 出 歳入歳出差引額

純 計 決 算 総 額

内訳
一 般 会 計

特 別 会 計 △

区 分 一般会計 特別会計 合 計

歳入

決 算 額

繰 入 額 ‐

差 引 純 計 額

歳出

決 算 額

繰 出 額 ‐

差 引 純 計 額

区 分 元年度 年度 対前年度比較

経 常 収 支 比 率 （％

公 債 費 負 担 比 率 ％

財 政 力 指 数 単 年 度 △

財 政 力 指 数 ３箇年平 均 △

【用語の解説】

３ 債務負担行為の状況

後年度支出が確定している債務負担行為の状況は、次表のとおりである。

なお、その他の物件の購入、製造・工事の請負等における令和元年度末の債務負

担行為現在高の主なものは、学校給食共同調理場調理等業務委託 億 万 千円、

女性のヘルスケア地域医療学寄付研究部門事業 億 万円、河原子中学校仮設

校舎及び仮設渡り廊下賃借料 億 万円である。

（単位 千円）

区 分
年度末

現 在 高

元年度 元年度末

現 在 高設 定 額 解 消 額

土 地 の 購 入

その他の物件の購入、
製造・工事の請負等

計

〇 経常収支比率

財政構造の弾力性を判断する指標。人件費、扶助費、公債費等の経常経

費に、地方税や地方交付税などの経常一般財源と臨時財政対策債等の合計

額をどの程度充当したかを比率で表したもので、この割合が高いほど投資

的経費に充当する財源の余裕がなく財政運営が厳しいとされている。

〇 公債費負担比率

公債費が一般財源の使途の自由度をどの程度制約しているかを判断する

指標。公債費に充てられた一般財源の割合を比率で表したもので、一般的

に ％を超えると「警戒ライン」、 ％を超えると「危険ライン」とされて

いる。

〇 財政力指数

地方公共団体の財政力を示す指数。基準財政収入額 標準的な地方税収

を基準財政需要額 行政事務の必要経費 で除した数値で、この数値が高い

ほど自主財源の割合が高く財政力があるとされている。
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（４）純計決算総額

決算総額には、一般会計と特別会計間において、繰入金・繰出金がそれぞれ

億 万 千円含まれているので、これを差し引いた純計決算総額は、次表の

とおりである。

（単位 千円）

繰入・繰出の状況

（単位 千円）

２ 財政指標

普通会計 一般会計及び特別会計 決算の財政指標を前年度と比較すると、次表の

とおりである。

区 分 歳 入 歳 出 歳入歳出差引額

純 計 決 算 総 額

内訳
一 般 会 計

特 別 会 計 △

区 分 一般会計 特別会計 合 計

歳入

決 算 額

繰 入 額 ‐

差 引 純 計 額

歳出

決 算 額

繰 出 額 ‐

差 引 純 計 額

区 分 元年度 年度 対前年度比較

経 常 収 支 比 率 （％

公 債 費 負 担 比 率 ％

財 政 力 指 数 単 年 度 △

財 政 力 指 数 ３箇年平 均 △

【用語の解説】

３ 債務負担行為の状況

後年度支出が確定している債務負担行為の状況は、次表のとおりである。

なお、その他の物件の購入、製造・工事の請負等における令和元年度末の債務負

担行為現在高の主なものは、学校給食共同調理場調理等業務委託 億 万 千円、

女性のヘルスケア地域医療学寄付研究部門事業 億 万円、河原子中学校仮設

校舎及び仮設渡り廊下賃借料 億 万円である。

（単位 千円）

区 分
年度末

現 在 高

元年度 元年度末

現 在 高設 定 額 解 消 額

土 地 の 購 入

その他の物件の購入、
製造・工事の請負等

計

〇 経常収支比率

財政構造の弾力性を判断する指標。人件費、扶助費、公債費等の経常経

費に、地方税や地方交付税などの経常一般財源と臨時財政対策債等の合計

額をどの程度充当したかを比率で表したもので、この割合が高いほど投資

的経費に充当する財源の余裕がなく財政運営が厳しいとされている。

〇 公債費負担比率

公債費が一般財源の使途の自由度をどの程度制約しているかを判断する

指標。公債費に充てられた一般財源の割合を比率で表したもので、一般的

に ％を超えると「警戒ライン」、 ％を超えると「危険ライン」とされて

いる。

〇 財政力指数

地方公共団体の財政力を示す指数。基準財政収入額 標準的な地方税収

を基準財政需要額 行政事務の必要経費 で除した数値で、この数値が高い

ほど自主財源の割合が高く財政力があるとされている。
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一 般 会 計 歳 入

一般会計の歳入決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

不 納 欠 損 額

収 入 未 済 額

一般会計歳入の収入済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万

千円 ％ 減少している。これは主に、寄附金、地方交付税、市税は増加したが、

繰入金、繰越金、国庫支出金の減少によるものである。

不納欠損額は 万円で､前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

これは、主に市税のうち固定資産税における不納欠損額の増加によるものである。

収入未済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加し

ている。これは、主に市税のうち固定資産税における収入未済額の増加によるもので

ある。

次に、一般会計歳入決算額を自主・依存財源に区分し、前年度と比較すると、次表

のとおりである。

（単位 千円）

自主財源は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主

に、寄附金、市税は増加したが、繰入金、繰越金の減少によるものである。

また、依存財源は 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主に地方交付

税、地方特例交付金の増加によるものである。

区 分
元年度 年度 対前年度比較

決 算 額 構成比％ 決 算 額 構成比 ％ 増 減 額 増減率 ％

自主財源 △ △

依存財源

計 △ △
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一 般 会 計 歳 入

一般会計の歳入決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

不 納 欠 損 額

収 入 未 済 額

一般会計歳入の収入済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万

千円 ％ 減少している。これは主に、寄附金、地方交付税、市税は増加したが、

繰入金、繰越金、国庫支出金の減少によるものである。

不納欠損額は 万円で､前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

これは、主に市税のうち固定資産税における不納欠損額の増加によるものである。

収入未済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加し

ている。これは、主に市税のうち固定資産税における収入未済額の増加によるもので

ある。

次に、一般会計歳入決算額を自主・依存財源に区分し、前年度と比較すると、次表

のとおりである。

（単位 千円）

自主財源は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主

に、寄附金、市税は増加したが、繰入金、繰越金の減少によるものである。

また、依存財源は 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主に地方交付

税、地方特例交付金の増加によるものである。

区 分
元年度 年度 対前年度比較

決 算 額 構成比％ 決 算 額 構成比％ 増 減 額 増減率％

自主財源 △ △

依存財源

計 △ △

（第１款） 市 税

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 増加している。これは、主に市

民税の増加によるものである。

※ 各款の収入済額の予算現額、調定額に対する割合及び収入総額に対する比率に

ついては、別表５ Ｐ 参照

１ 税目別状況

（単位 千円）

市民税及び固定資産税の収入状況は、次のとおりである。

（１）市民税

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に法人市民税の増加によるものである。

（２）固定資産税

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。

税 目
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

元年度 年度 増 減 額 増減率 ％

市 民 税

個 人 市 民 税

法 人 市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税 △ △

入 湯 税 △ △

都 市 計 画 税

計
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２ 収入の推移

最近３箇年の市税収入の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

３ 徴収状況

最近３箇年の徴収状況の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

市税の収納率は、前年度と同率の ％である。

不納欠損額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に固定資産税における不納欠損額の増加によるものである。

収入未済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に

個人市民税における収入未済額の減少によるものである。

年度 収 入 済 額 対 前 年 度 比 較 指数 年度＝

元

△

区 分 年度 調 定 額 収 入 済 額
収納率

％
不納欠損額 収入未済額

現 年 度 分

元

滞納繰越分

元

元

計
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２ 収入の推移

最近３箇年の市税収入の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

３ 徴収状況

最近３箇年の徴収状況の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

市税の収納率は、前年度と同率の ％である。

不納欠損額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に固定資産税における不納欠損額の増加によるものである。

収入未済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に

個人市民税における収入未済額の減少によるものである。

年度 収 入 済 額 対 前 年 度 比 較 指数 年度＝

元

△

区 分 年度 調 定 額 収 入 済 額
収納率

％
不納欠損額 収入未済額

現 年 度 分

元

滞納繰越分

元

元

計

（第２款） 地方譲与税

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に森

林環境譲与税の皆増及び自動車重量譲与税の増加によるものである。その収入状況

を税目別に前年度と比較すると、次表のとおりである。

（単位 千円）

（第３款） 利子割交付金

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 減少している。

税 目
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

元年度 年度 増 減 額 増減率 ％

地方揮発油譲与税 △ △

自動車重量譲与税

特別とん譲与税

森林環境譲与税

計
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（第４款） 配当割交付金

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

（第５款） 株式等譲渡所得割交付金

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第６款） 地方消費税交付金

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。
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（第４款） 配当割交付金

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

（第５款） 株式等譲渡所得割交付金

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第６款） 地方消費税交付金

（単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。

（第７款） ゴルフ場利用税交付金

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。

（第８款） 自動車取得税交付金

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第９款） 環境性能割交付金

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

環境性能割交付金は、税制改正により令和元年度から新設されたものである。
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（第１０款） 地方特例交付金

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し、子ども・子育て支援臨時交付金の皆増により、

億 万 千円 ％ 増加している。

（第１１款） 地方交付税

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。

（第１２款） 交通安全対策特別交付金

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。
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（第１０款） 地方特例交付金

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し、子ども・子育て支援臨時交付金の皆増により、

億 万 千円 ％ 増加している。

（第１１款） 地方交付税

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。

（第１２款） 交通安全対策特別交付金

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第１３款） 分担金及び負担金

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 減少している。これは主に、私立

保育園費負担金の減少によるものである。

（第１４款） 使用料及び手数料

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に保育園使用料、住宅管理使用料の減少によるものである。

使用料・手数料別に前年度と比較すると、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

元年度 年度 増 減 額 増減率 ％

使 用 料 △ △

手 数 料

計 △ △
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１ 市営住宅使用料の徴収状況

最近３箇年の徴収状況の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

使用料の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。

また、不納欠損額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加したが、収入未済額

は前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第１５款） 国庫支出金

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これを国庫

負担金・国庫補助金・委託金別に前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分 年度 調 定 額 収 入 済 額
収納率

％
不納欠損額 収入未済額

現 年 度 分

元

過 年 度 分

元

計

元
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１ 市営住宅使用料の徴収状況

最近３箇年の徴収状況の推移は、次表のとおりである。

（単位 千円）

使用料の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。

また、不納欠損額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加したが、収入未済額

は前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。

（第１５款） 国庫支出金

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これを国庫

負担金・国庫補助金・委託金別に前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分 年度 調 定 額 収 入 済 額
収納率

％
不納欠損額 収入未済額

現 年 度 分

元

過 年 度 分

元

計

元

（単位 千円）

１ 国庫負担金

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主

に、児童手当費負担金は減少したが、私立認定こども園負担金、障害者福祉費負担

金の増加によるものである。

２ 国庫補助金

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主

に、住宅建設費補助金、幹線道路整備費補助金は増加したが、文化振興費補助金の

皆減及び都市計画総務費補助金の減少によるものである。

３ 委託金

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に道路橋梁総務費委託金の減少によるものである。

（第１６款） 県支出金

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これを県負

担金・県補助金・委託金別に前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

元年度 年度 増 減 額 増減率 ％

国 庫 負 担 金

国 庫 補 助 金 △ △

委 託 金 △ △

計 △ △
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（単位 千円）

１ 県負担金

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主

に、児童手当費負担金は減少したが、私立認定こども園費負担金、障害者福祉費負

担金の増加によるものである。

２ 県補助金

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 増加している。これは主に、防災

対策費補助金は減少したが、国民体育大会費補助金、老人福祉推進費補助金の増加

によるものである。

３ 委託金

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 増加している。これは主に、

徴税費委託金、統計調査費委託金は減少したが、選挙費委託金の増加によるもので

ある。

（第１７款） 財産収入

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に財

産売払収入の減少によるものである。これを財産運用収入・財産売払収入別に前年度

と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

元年度 年度 増 減 額 増減率 ％

県 負 担 金

県 補 助 金

委 託 金

計
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（単位 千円）

１ 県負担金

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主

に、児童手当費負担金は減少したが、私立認定こども園費負担金、障害者福祉費負

担金の増加によるものである。

２ 県補助金

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 増加している。これは主に、防災

対策費補助金は減少したが、国民体育大会費補助金、老人福祉推進費補助金の増加

によるものである。

３ 委託金

収入済額は、前年度に比較し 万円 ％ 増加している。これは主に、

徴税費委託金、統計調査費委託金は減少したが、選挙費委託金の増加によるもので

ある。

（第１７款） 財産収入

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に財

産売払収入の減少によるものである。これを財産運用収入・財産売払収入別に前年度

と比較すると、次頁の表のとおりである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

元年度 年度 増 減 額 増減率 ％

県 負 担 金

県 補 助 金

委 託 金

計

（単位 千円）

（第１８款） 寄附金

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額

収 入 済 額

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、

主に「ふるさと寄附金」 財産管理費寄附金 の増加によるものである。

（第１９款） 繰入金

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主

に、公共施設等総合管理基金繰入金、日立シビックセンター科学館整備基金繰入金は

増加したが、市債償還基金繰入金、福祉事業基金繰入金の減少によるものである。

区 分
収 入 済 額 対 前 年 度 比 較

元年度 年度 増 減 額 増減率 ％

財 産 運 用 収 入

財 産 売 払 収 入 △ △

計 △ △
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（第２０款） 繰越金

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度繰越金で前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少して

いる。

（第２１款） 諸収入

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主に

貸付金元利収入の減少によるものである。

（第２２款） 市 債

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは主に、小

学校建設債、住宅建設債は増加したが、財産管理債、学校給食共同調理場債の減少に

よるものである。
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（第２０款） 繰越金

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度繰越金で前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少して

いる。

（第２１款） 諸収入

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主に

貸付金元利収入の減少によるものである。

（第２２款） 市 債

単位 千円）

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

収入済額は、前年度に比較し 億 万円 ％ 減少している。これは主に、小

学校建設債、住宅建設債は増加したが、財産管理債、学校給食共同調理場債の減少に

よるものである。

一 般 会 計 歳 出

一般会計の歳出決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりである。

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

一般会計の支出済額は 億 万 千円で、前年度に比較し 億 万 千円

％ 減少している。これは主に、民生費、商工費は増加したが、総務費、土木費

の減少によるものである。

なお、予算現額 億 万 千円に対する執行率は、 ％となっている。

翌年度繰越額の内訳は、継続費逓次繰越額が 億 万 千円、繰越明許費繰越額が

億 万 千円である。

不用額は、主に総務費、民生費で生じており、その総額は 億 万 千円で

ある。

性質別支出済額は、前年度と比較すると次頁の表のとおりである。
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単位 千円

区 分

元年度 年度 対 前 年 度 比 較

支出済額
構成比

％
支出済額

構成比

％
増 減 額

増減率

％

義 務 的 経 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費 △ △

普通建設事業費 △ △

補助事業 △ △

単独事業 △ △

県営事業負担金 △ △

災害復旧事業費

補助事業

単独事業

その他の経費

物 件 費

維持補修費 △ △

補 助 費 等

積 立 金 △ △

投資及び出資金 △ △

貸 付 金 △ △

繰 出 金

合 計 △ △

各款の歳出決算の状況については次のとおりである。

予算現額には、予備費から各科目へ充用された 億 万 千円、前年度継続費逓

次繰越額として 億 万 千円、前年度繰越明許費繰越額として 億 万 千円、

前年度事故繰越し繰越額として 万 千円が含まれている。
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（第１款） 議会費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に報酬

の増加によるものである。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、職員手当等、負担金、補助

及び交付金などである。

※ 各款の支出済額の総額に対する比率は、別表８ Ｐ 参照

（第２款） 総務費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 （ ％ ） △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、

主に財産管理費の工事請負費の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、シビックセンター管理委託料、国民体育

大会費の市実行委員会負担金、財政調整基金積立金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、財産管理費の積立金、

国民体育大会費の負担金、補助及び交付金などである。
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（第３款） 民生費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

障害者福祉費の工事請負費及び児童手当費の扶助費は減少したが、障害者福祉費・私

立認定子ども園費の扶助費の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、私立保育園運営委託料、後期高齢者医療

給付費市町村負担金、自立支援等給付事業費・医療福祉費・私立認定こども園施設型

給付費・児童手当支給費・生活保護費支給費の扶助費、国民健康保険事業・介護保険

事業特別会計への繰出金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万円 千円が繰り越

されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、生活保護費の扶助費及び

社会福祉総務費の繰出金などである。

（第４款） 衛生費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

保健衛生総務費の寄附金は皆減し、負担金、補助及び交付金は減少したが、環境衛生

費の工事請負費、ごみ処理費の委託料の増加によるものである。
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（第３款） 民生費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

障害者福祉費の工事請負費及び児童手当費の扶助費は減少したが、障害者福祉費・私

立認定子ども園費の扶助費の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、私立保育園運営委託料、後期高齢者医療

給付費市町村負担金、自立支援等給付事業費・医療福祉費・私立認定こども園施設型

給付費・児童手当支給費・生活保護費支給費の扶助費、国民健康保険事業・介護保険

事業特別会計への繰出金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万円 千円が繰り越

されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、生活保護費の扶助費及び

社会福祉総務費の繰出金などである。

（第４款） 衛生費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主に、

保健衛生総務費の寄附金は皆減し、負担金、補助及び交付金は減少したが、環境衛生

費の工事請負費、ごみ処理費の委託料の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、予防接種・各種検診委託料、燃えるごみ

収集運搬業務・清掃センター運転管理業務の委託料、焼却炉灰溶融炉設備関係補修工

事費、地域医療支援病院医療機器整備事業費補助である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 億 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、予防費の委託料、ごみ処

理費の需用費などである。

（第５款） 労働費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、工

事請負費は皆減したが、給料、負担金、補助及び交付金の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、働きやすい環境づくり支援事業補助、新

規卒業者マッチング支援事業補助である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、負担金、補助及び交付金など

である。

（第６款） 農林水産業費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △
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支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、農業

振興費の負担金、補助及び交付金は減少したが、漁港費の委託料、林業振興費の積立

金の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、日高漁港維持管理計画策定業務委託料、

米生産調整対策事業補助である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 万円が繰り越されている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、農業振興費の負担金、補助及

び交付金、漁港費の委託料などである。

（第７款） 商工費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主

に、かみね動物園費の工事請負費は減少したが、観光費の委託料の増加によるもので

ある。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、市特産品ＰＲ業務委託料、かみね市民プ

ール・ホリゾンかみね管理委託料、奥日立きららの里管理委託料、鵜来来の湯十王管

理委託料、産業団地整備事業用地購入費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越さ

れている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、観光費の委託料、商工振

興費の負担金、補助及び交付金などである。
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支出済額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、農業

振興費の負担金、補助及び交付金は減少したが、漁港費の委託料、林業振興費の積立

金の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、日高漁港維持管理計画策定業務委託料、

米生産調整対策事業補助である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 万円が繰り越されている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、農業振興費の負担金、補助及

び交付金、漁港費の委託料などである。

（第７款） 商工費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主

に、かみね動物園費の工事請負費は減少したが、観光費の委託料の増加によるもので

ある。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、市特産品ＰＲ業務委託料、かみね市民プ

ール・ホリゾンかみね管理委託料、奥日立きららの里管理委託料、鵜来来の湯十王管

理委託料、産業団地整備事業用地購入費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越さ

れている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、観光費の委託料、商工振

興費の負担金、補助及び交付金などである。

（第８款） 土木費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは主

に、住宅建設費の工事請負費は皆増し、都市計画総務費の工事請負費は増加したが、

都市計画総務費の委託料、負担金、補助及び交付金の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、大甕駅周辺地区整備事業 国 西口駅前広

場整備工事費、滑川団地建替事業本体建設工事費、下水道事業会計への繰出金である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント上回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越

されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、都市計画総務費の委託料、

負担金、補助及び交付金などである。

（第９款） 消防費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額 △ △

不 用 額

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主に

消防施設費の工事請負費の増加によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、南部地区消防庁舎整備工事費、消防指令

システム改修委託料、南部地区消防庁舎整備事業用地購入費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と同様である。
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翌年度繰越額として、繰越明許費 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、常備消防費の職員手当等、

消防施設費の工事請負費などである。

（第１０款） 教育費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に学校給食共同調理場費の工事請負費の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、豊浦小学校・日高小学校校舎改築工事費、

私立幼稚園施設型給付費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越

されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、学校給食共同調理場費の需

用費などである。

（第１１款） 災害復旧費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

東日本大震災による災害対策費のほか、大型台風等による災害復旧事業により、支
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翌年度繰越額として、繰越明許費 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、常備消防費の職員手当等、

消防施設費の工事請負費などである。

（第１０款） 教育費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主

に学校給食共同調理場費の工事請負費の減少によるものである。

支出済額の主なものは、人件費を除くと、豊浦小学校・日高小学校校舎改築工事費、

私立幼稚園施設型給付費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、継続費逓次繰越及び繰越明許費 億 万 千円が繰り越

されている。

なお、不用額 億 万 千円を生じているが、これは、学校給食共同調理場費の需

用費などである。

（第１１款） 災害復旧費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額

東日本大震災による災害対策費のほか、大型台風等による災害復旧事業により、支

出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。 これは、主に

道路橋梁施設災害復旧費・河川施設災害復旧費の工事請負費の皆増によるものである。

支出済額の主なものは、道路災害復旧工事費、河川災害復旧工事費である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と比較して ポイント下回っ

ている。

翌年度繰越額として、繰越明許費 万 千円が繰り越されている。

なお、不用額 万 千円を生じているが、これは、農地災害復旧費の工事請負

費などである。

（第１２款） 公債費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

支 出 済 額

執 行 率 ％

翌 年 度 繰 越 額

不 用 額 △ △

支出済額は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは、主

に市債の元金償還金の増加によるものである。

支出済額の内訳は、元金償還金 億 万 千円、支払利子 億 万 千円 繰

替運用に伴う利子相当額 万 千円を含む。 である。

予算現額に対する執行率は ％となり、前年度と同様である。

（第１３款） 予備費

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 額

充 用 額

充 用 率 ％ △

不 用 額

充用額は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。
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各科目への充用状況は、総務費 億 万 千円、民生費 万円、衛生費 万

千円、農林水産業費 万円、商工費 万 千円、土木費 万 千円、消防費

万 千円、教育費 万 千円、災害復旧費 万 千円となっている。

 

特 別 会 計

国民健康保険事業など５会計の特別会計の収入済額は 億 万円で、前年度に

比較し 億 万 千円減少している。また、支出済額は 億 万円で、前年

度に比較し 億 万 千円減少している。

特別会計の歳入歳出決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりで

ある。

（単位 千円）

区 分 収 入 済 額 支 出 済 額

元年度 年度 増減額 元年度 年度 増減額

国民健康保険事業 △ △

介護保険事業

介護サービス事業 △ △

戸別合併処理浄化槽
事業

後期高齢者医療事業

合 計 △ △

一般会計からの繰入総額は 億 万 千円であり、一般会計繰入金を前年度と

比較すると、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 元年度 年度 増減額

国民健康保険事業 △

介護保険事業 

介護サービス事業 △

戸別合併処理浄化槽事業 △

後期高齢者医療事業 △

合 計 
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各科目への充用状況は、総務費 億 万 千円、民生費 万円、衛生費 万

千円、農林水産業費 万円、商工費 万 千円、土木費 万 千円、消防費

万 千円、教育費 万 千円、災害復旧費 万 千円となっている。

 

特 別 会 計

国民健康保険事業など５会計の特別会計の収入済額は 億 万円で、前年度に

比較し 億 万 千円減少している。また、支出済額は 億 万円で、前年

度に比較し 億 万 千円減少している。

特別会計の歳入歳出決算の状況について、前年度と比較すると次表のとおりで

ある。

（単位 千円）

区 分 収 入 済 額 支 出 済 額

元年度 年度 増減額 元年度 年度 増減額

国民健康保険事業 △ △

介護保険事業

介護サービス事業 △ △

戸別合併処理浄化槽
事業

後期高齢者医療事業

合 計 △ △

一般会計からの繰入総額は 億 万 千円であり、一般会計繰入金を前年度と

比較すると、次表のとおりである。

（単位 千円）

区 分 元年度 年度 増減額

国民健康保険事業 △

介護保険事業 

介護サービス事業 △

戸別合併処理浄化槽事業 △

後期高齢者医療事業 △

合 計 
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国民健康保険事業特別会計

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

歳

入

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額

歳入は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主に繰

越金、国民健康保険料の減少によるものである。

歳出は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主に一

般被保険者医療給付費納付金等の減少によるものである。

歳入の主なものは、保険給付費等交付金、国民健康保険料であり、歳出の主なも

のは、療養諸費、高額療養費、医療給付費納付金である。

国民健康保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、この調

定・収入状況を前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。
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国民健康保険事業特別会計

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

歳

入

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額

歳入は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主に繰

越金、国民健康保険料の減少によるものである。

歳出は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少している。これは、主に一

般被保険者医療給付費納付金等の減少によるものである。

歳入の主なものは、保険給付費等交付金、国民健康保険料であり、歳出の主なも

のは、療養諸費、高額療養費、医療給付費納付金である。

国民健康保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、この調

定・収入状況を前年度と比較すると、次頁の表のとおりである。

 

（単位 千円）

区分 年度 被保険者別 調定額 収入済額 収納率 ％ 不納欠損額 収入未済額

現

年

元

一 般

退 職

計

度

分
一 般

退 職

計

滞

納

元

一 般

退 職

計

繰

越

分

一 般

退 職

計

区分 年度 被保険者別 調定額 収入済額 収納率 ％ 不納欠損額 収入未済額

合

元

一 般

退 職

計

計 一 般

退 職

計

保険料の収納率は、前年度に比較し ポイント上回っている。

また、保険給付事業における医療費 療養の給付等 の状況を前年度と比較すると、

次表のとおりである。

年度
被保険

者 別
世帯数

被保険

者 数
受診件数 受診率

医 療 費

費用額 １件当たり

の額（円）

１人当たり

の額（円）（人） （件） （％） （千円）

一 般

元 退 職

計

一 般

退 職

計

（注） 一般・退職混合世帯は、世帯数の一般に含まれている。
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介護保険事業特別会計
単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額 △ △
 
歳入は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主に、繰越

金は減少したが、介護給付費交付金、一般会計繰入金の増加によるものである。

歳出は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主に、基

金積立金、償還金は減少したが、居宅介護サービス給付費、地域密着型介護サービ

ス給付費の増加によるものである。

歳入の主なものは、介護給付費交付金、介護保険料、介護給付費負担金であり、

歳出の主なものは、居宅介護サービス給付費、施設介護サービス給付費、地域密着

型介護サービス給付費である。 

介護保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、この調定・収

入状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

単位 千円

区 分 年度 調定額 収入済額
収納率

％
不 納
欠損額

収 入
未済額

現 年 度 分
元

滞 納 繰 越 分
元

合 計
元

なお、保険給付状況は、次表のとおりである。

年度
ｻ ﾋ゙ ｽ受給者
延数 人

給 付 額
千円

１人当たりの
月 額 給 付 額

円

年 度 末 状 況

被 保 険
者数 人

認 定 者
数 人

ｻ ﾋ゙ ｽ受給
者数 人

受給率
％

元
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介護保険事業特別会計
単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額 △ △
 
歳入は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主に、繰越

金は減少したが、介護給付費交付金、一般会計繰入金の増加によるものである。

歳出は、前年度に比較し 億 万 千円 ％ 増加している。これは主に、基

金積立金、償還金は減少したが、居宅介護サービス給付費、地域密着型介護サービ

ス給付費の増加によるものである。

歳入の主なものは、介護給付費交付金、介護保険料、介護給付費負担金であり、

歳出の主なものは、居宅介護サービス給付費、施設介護サービス給付費、地域密着

型介護サービス給付費である。 

介護保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、この調定・収

入状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

単位 千円

区 分 年度 調定額 収入済額
収納率

％
不 納
欠損額

収 入
未済額

現 年 度 分
元

滞 納 繰 越 分
元

合 計
元

なお、保険給付状況は、次表のとおりである。

年度
ｻ ﾋ゙ ｽ受給者
延数 人

給 付 額
千円

１人当たりの
月 額 給 付 額

円

年 度 末 状 況

被 保 険
者数 人

認 定 者
数 人

ｻ ﾋ゙ ｽ受給
者数 人

受給率
％

元

 

介護サービス事業特別会計

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額 △ △

歳

入

調 定 額 △ △

収 入 済 額 △ △

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額 △ △

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額 △ △

歳入は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは主に、居宅介

護サービス費収入は増加したが、一般会計繰入金の減少によるものである。

歳出は、前年度に比較し 万 千円 ％ 減少している。これは、主に介護予

防支援事業費の報酬・委託料の皆減によるものである。

歳入の主なものは、施設介護サービス費収入、居宅介護サービス費収入であり、

歳出の主なものは、特別養護老人ホーム・老人デイサービスセンター管理委託料で

ある。

なお、介護サービス事業別利用状況は、次表のとおりである。

年度 事 業 名 延利用者数 人 費用額 千円
１人当たりの

費用額 円

元

通所介護事業

短期入所生活介護事業

介護予防支援事業

施設介護サービス事業

計

通所介護事業

短期入所生活介護事業

介護予防支援事業

施設介護サービス事業

計
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戸別合併処理浄化槽事業特別会計

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額

歳入は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、一般会計

繰入金は減少したが、雑入（浄化槽使用料金）の増加によるものである。

歳出は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に浄化槽管

理費の委託料、公債費 元金 の償還金、利子及び割引料の増加によるものである。

歳入の主なものは、一般会計繰入金、雑入 浄化槽使用料金 であり、歳出の主な

ものは、浄化槽清掃・浄化槽維持管理委託料、公債費元金償還金である。

後期高齢者医療事業特別会計

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％ △

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

歳 入 歳 出 差 引 額 △ △

歳入は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に後期

高齢者医療保険料の増加によるものである。

歳出は、前年度に比較し 万円 ％ 増加している。これは、主に後期高齢
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戸別合併処理浄化槽事業特別会計

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％

歳 入 歳 出 差 引 額

歳入は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは主に、一般会計

繰入金は減少したが、雑入（浄化槽使用料金）の増加によるものである。

歳出は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に浄化槽管

理費の委託料、公債費 元金 の償還金、利子及び割引料の増加によるものである。

歳入の主なものは、一般会計繰入金、雑入 浄化槽使用料金 であり、歳出の主な

ものは、浄化槽清掃・浄化槽維持管理委託料、公債費元金償還金である。

後期高齢者医療事業特別会計

単位 千円

区 分 元年度 年度
対 前 年 度 比 較

増 減 額 増減率 ％

予 算 現 額

歳

入

調 定 額

収 入 済 額

執 行 率 ％ △

歳

出

支 出 済 額

執 行 率 ％ △

歳 入 歳 出 差 引 額 △ △

歳入は、前年度に比較し 万 千円 ％ 増加している。これは、主に後期

高齢者医療保険料の増加によるものである。

歳出は、前年度に比較し 万円 ％ 増加している。これは、主に後期高齢

 

者医療広域連合納付金の増加によるものである。

歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料であり、歳出の主なものは、後期高齢

者医療広域連合納付金である。 

後期高齢者医療保険料は、歳入総額の ％ 前年度 ％ を占めており、こ

の調定・収入状況を前年度と比較すると、次表のとおりである。

単位 千円

区 分 年度 調定額 収入済額
収納率

％

不 納

欠損額

収 入

未済額

現 年 度 分
元

滞 納 繰 越 分
元

合 計
元
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財産に関する調書

決算年度における財産の主な増減及び年度末現在高の状況は、次のとおりである。

１ 公有財産

（１）土 地

決算年度末現在高は ㎡であり、前年度に比較し ㎡増加

している。これは、主に南部地区消防庁舎整備用地、市営滑川団地敷の取得によ

るものである。

（２）建 物

決算年度末現在高は ㎡であり、前年度に比較し ㎡減少し

ている。これは、主に久慈小学校校舎、河原子中学校校舎の解体によるものであ

る。

（３）物 権

地上権の決算年度末現在高は ㎡で、前年度に比較し ㎡増加し

ている。

また、温泉権の決算年度末現在高は １件で、前年度末現在高と同じである。

（４）無体財産権

決算年度末現在高は商標権 ４件、意匠権 １件、育成者権 １件で、前年度末現

在高と同じである。

（５）有価証券

決算年度末現在高は 億 万 千円で、前年度末現在高と同じである。

（６）出資による権利

決算年度末現在高は 億 万 千円で、前年度に比較し 万 千円減少して

いる。これは、茨城県信用保証協会寄託金の減少によるものである。

２ 物 品

重要物品 取得価格・評価価額 万円以上の物品 の決算年度末現在高は

件で、前年度に比較し 件減少している。これは、購入等により 件増加したが、

老朽化に伴う廃棄等により 件減少したことによるものである。

３ 債 権

分譲団地定期借地権付宅地貸付一時金の決算年度末現在高は 万 千円である。

前年度に比較し 万 千円減少している。これは、債務者の納付計画に基づく弁済

によるものである。
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４ 基 金

基金の決算年度末現在高は 億 万 千円で、その内訳は、財政調整基金な

ど 種の資金積立基金 億 万 千円及び奨学金貸付基金など ２種の定額資

金運用基金 億 万 千円である。

資金積立基金は、前年度に比較し 億 万 千円減少している。これは主に、

日立シビックセンター科学館整備事業基金、公共施設等総合管理基金が増加したも

のの、市債償還基金、福祉事業基金が減少したことによるものである。

また、定額資金運用基金は、前年度に比較し 万円増加している。これは奨学金

貸付基金への寄附金によるものである。
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基 金 の 運 用 状 況

日立市高額療養費貸付基金

この基金の額は 万円であり、基金の回転率は 回で、前年度に比較し

回下回っている。

基金運用状況の最近３箇年の推移は、次表のとおりである。

単位 千円

年度

貸 付 償 還 年度末現在貸付 年 度 末

現金現在高件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

元

日立市奨学金貸付基金

この基金の額は 億 万円であるが、本年度末現在高は 億 万 千円である。

基金運用状況の最近３箇年の推移は、次表のとおりである。

単位 千円

年度
貸 付

償還額
年 度 末

未償還 額

左のうち滞納分 年 度 末

現金現在高人 員 金 額 人 員 金 額

元 うち新規

うち新規

うち新規
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基 金 の 運 用 状 況

日立市高額療養費貸付基金

この基金の額は 万円であり、基金の回転率は 回で、前年度に比較し

回下回っている。

基金運用状況の最近３箇年の推移は、次表のとおりである。

単位 千円

年度

貸 付 償 還 年度末現在貸付 年 度 末

現金現在高件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

元

日立市奨学金貸付基金

この基金の額は 億 万円であるが、本年度末現在高は 億 万 千円である。

基金運用状況の最近３箇年の推移は、次表のとおりである。

単位 千円

年度
貸 付

償還額
年 度 末

未償還 額

左のうち滞納分 年 度 末

現金現在高人 員 金 額 人 員 金 額

元 うち新規

うち新規

うち新規

 

む す び

令和元年度の一般会計及び特別会計の決算は、歳入総額 億 万

千円に対し、歳出総額は 億 万 千円であり、前年度に比較し、

歳入は 億 万 千円 ％ 、歳出は 億 万円 ％ それぞれ

減少している。

また、歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた

実質収支は 億 万 千円の黒字となっている。

一般会計の状況をみると、歳入は 億 万 千円、歳出は 億

万 千円であり、前年度に比較し、歳入は 億 万 千円 ％ 、

歳出は 億 万 千円 ％ それぞれ減少している。

歳入を財源別にみると、自主財源は、繰入金、繰越金の減少により 億

万 千円と前年度に比較し 億 万 千円 ％ 減少し、自主

財源比率は ％となっている。

このうち、歳入の根幹である市税は 億 万 千円であり、法人

市民税などの増加により、前年度に比較し、 億 万円 ％ の増と

なっている。

なお、市税の収納率は、 ％と前年度と同率、収入未済額は、 億

万円と前年度より 万 千円 ％ 減少している。

一方、依存財源については、地方交付税や地方特例交付金などの増加

により、 億 万 千円と前年度に比較し 億 万 千円 ％

増加している。

歳出を性質別にみると、義務的経費は、人件費や扶助費の増などにより、

億 万円と前年度に比較し 億 万円 ％ 増加し、投資的

経費については、大型事業の減などにより、 億 万 千円と前年度に

比較し 億 万 千円 ％ 減少している。

主な事業としては、第１期日立市まち・ひと・しごと創生総合戦略の

最終年度及び後期基本計画の中間年度として、引き続き、ひたち子育て

応援マイホーム取得助成事業や市独自の医療福祉費支給事業など各種

支援施策を進めるとともに、教育環境の整備として、小・中学校空調設備

整備事業などの新規事業に積極的に取り組んだ。加えて、地域経済の

活性化を図るため、日立駅前再活性化事業である、 タッチらんど・

ハレニコ！の開設や産業団地整備事業の推進を図るとともに、必要な
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都市基盤施設の整備として、南部地区消防庁舎や大甕駅周辺地区整備事業の

年度内供用を図るなど、人口減少対策や地域の活性化、市民生活におけ

る利便性の向上と安全安心の確保に向けた各種施策を積極的に推進した。

次に、特別会計５事業のうち事業規模の大きい国民健康保険事業及び

介護保険事業の状況をみると、国民健康保険事業の実質収支は 億 万

千円の黒字となっており、国民健康保険料の収納率は、 ％と前年度

より ポイント上回っている。収入未済額については、 億 万 千円と

前年度に比較し 万 千円（ ％ 減少している。

介護保険事業の実質収支は 万 千円の黒字となっており、介護

保険料の収納率は、 ％と前年度より ポイント上回っている。収入

未済額については 万 千円と前年度に比較し 万 千円 ％

減少している。

特別会計における一般会計からの繰入金は、 億 万 千円となっ

ており、前年度と比較し 万 千円（ ％）の増となっている。

普通会計における財政指標をみると、財政構造の弾力性を判断する

経常収支比率は ％と、前年度に比較し ポイント上回り、公債費に

充てられた一般財源の一般財源総額に対する割合を示す公債費負担比率

についても ％と、前年度に比較し ポイント上回っている。また、

財政力を示す財政力指数は、 と、前年度と比較し ポイント下

回っている。

基金については、決算年度末現在高は 億 万 千円で、日立

シビックセンター科学館整備事業基金や公共施設等総合管理基金などが

増加したものの、市債償還基金や福祉事業基金などが減少したことにより、

前年度と比較し 億 万 千円（ ％）減少している。

以 上 が 令 和 元 年 度 一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 の 決 算 概 要 で あ る が 、

本市財政を取り巻く環境は、国全体として人口減少と超少子高齢化が

進行する中、本市の人口減少も続くと見込まれるなど今後の社会情勢を

踏まえると、歳入の根幹をなす市税全体としての大幅な伸びは期待でき

ない状況にある。

一方で、歳出面においては、超高齢社会の中で、目前に迫った２０２５年

問題への対応や、幼児教育・保育の無償化を始めとした子育て支援制度の
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拡充等による社会保障関連経費の伸び、大甕駅周辺地区整備事業など

大型事業の元利償還に係る公債費など、今後とも義務的経費の増加が

見込まれる。また、近年多発している大規模自然災害から市民の命を守る

防災、減災対策を始めとする各種行政需要が高まっていることから、

引き続き厳しい財政運営が続くものと予想される。

しかしながら、直面する本市の様々な行政課題を克服し、将来に渡って

活力のある持続可能なまちづくりを進めるためには、選択と集中の考え

方に基づき、必要かつ時機を捉えた的確な施策の推進を図るとともに、

限りある経営資源を有効に活用した効率的な行政運営が求められている

ところである。

したがって、今後の行財政運営においては、令和２年度を初年度とす

る第８次行財政改革大綱に掲げる事項を着実に推進するとともに、歳入

面では、市税や各種保険料等の収納率の向上や確かな債権管理による

収入未済額の縮減と、ふるさと納税制度の更なる活用や所有財産の利活用、

有料広告の一層の獲得などの自主財源の確保に向けた取組を併せて進め

られたい。また、歳出面については、引き続き人件費や事務管理経費等の

抑制を図るとともに、特に、既存事業については、改めて事業の成果や

費用対効果を検証することにより、適宜、事業の廃止や見直しを図るなど、

更なる業務の効率化を進められたい。

令和元年度は、市制施行８０周年の節目として、多くの先人たちの努力

により築き上げられてきた今日の日立市を振り返るとともに、 年ぶり

となる茨城国体の開催などを通して、「地域協働のまちづくり」を更に

進めていくことの重要性を改めて認識したところである。また、本年１月に

国内初の感染者が確認された「新型コロナウイルス感染症」は、収束する

見通しが極めて不透明で、引き続き「感染の予防」や社会構造の変化を

見据えたデジタル化・オンライン化への対応など「新たな日常」を支える

行政サービスの推進が求められており、今こそ、行政の「見える化」の促

進など、市民起点の市政運営の更なる深化を図りながら、全ての市民が、

安全安心で健やかに暮らせるまちづくりの実現に向けて取り組まれるよ

う強く望むものである。

以 上
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別表１　一般会計・特別会計予算決算額対照表

収 入 済 額 予算現額との比較

△ 3,708,823,719

国 民 健 康 保 険 事 業 △ 481,034,300

介 護 保 険 事 業 △ 395,825,924

介 護 サ ー ビ ス 事 業 △ 1,953,500

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業 △ 1,158,897

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 △ 200,284,200

計 △ 1,080,256,821

△ 4,789,080,540

別表２　一般会計・特別会計歳入歳出総括表

総 額 重 複 計 算 控 除 額

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

（注） 歳入･歳出の重複計算控除額は、他会計の繰入、繰出額を当該会計ごとに計上したものである。

区　　　分

歳 入

一 般 会 計

予 算 現 額
決 算 額 執 行率

（ ％）

合　　　　　　　計

特

別

会

計

一 般 会 計

区　　　分
歳 入

差 引 純 歳 入 額

合　　　　　　　計

特

別

会

計
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　　　（単位　円）

支 出 済 額 予 算 現 額 と の 比 較

　　　（単位　円）

総 額 重 複 計 算 控 除 額 差 引 純 歳 出 額 純 計 額

△ 1,069,718,998

△ 2,174,776,707

△ 130,659,123

△ 14,061,478

△ 393,007,286

△ 3,782,223,592

歳 出

歳 計 残 額
予 算 現 額

決 算 額 執 行 率
（ ％ ）

歳 出 差 引 過 不 足

総 計 額
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別表３　年度別一般会計・特別会計純計額比較対照表

           繰

元　年　度 30　年　度 元　年　度

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

           繰

元　年　度 30　年　度 元　年　度

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

［歳　入］

［歳　出］

一 般 会 計

合　　　　　　　計

決 算 額
区　　　分

特

別

会

計

一 般 会 計

区　　　分

特

別

会

計

決 算 額

合　　　　　　　計
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（単位　円）

 入           額 純 計 額 比 較

30　年　度 元　年　度 30　年　度 （ 元 年 度 － 年 度 ）

△ 999,594,697

△ 638,994,238

△ 32,528,743

△ 577,355,565

△ 1,576,950,262

（単位　円）

 出           額 純 計 額 比 較

30　年　度 元　年　度 30　年　度 （ 元 年 度 － 年 度 ）

△ 1,551,498,260

△ 858,857,827

△ 8,563,990

△ 559,980,986

△ 2,111,479,246

差 引 純 計 額

差 引 純 計 額
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別表４ 　一般会計財源別年度比較表 　  

（１）特定財源及び一般財源別年度比較表

　　　　　　　　　 決 　　　　　　 算

元　　年　　度　 30　　年　　度　

市 債

区　　　分

特

定

財

源

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

諸 収 入

計

市 税

地 方 交 付 税

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

合 計

繰 越 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

国 庫 支 出 金

寄 附 金

繰 入 金

県 支 出 金

財 産 収 入

一

般

財

源 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

計

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 譲 与 税

配 当 割 交 付 金
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（単位　円）

　　 額

29　　年　　度　 元年度 30年度 29年度 元年度 30年度

指 数 （ 年 度 ＝ ）構 成 比 ％
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（２）自主財源及び依存財源別年度比較表

　　　　　　　　　決             算

元　　年　　度　 30　　年　　度　

市 税

区　　　分

使 用 料 及 び 手 数 料

分 担 金 及 び 負 担 金

県 支 出 金

市 債

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

計

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 交 付 税

環 境 性 能 割 交 付 金

依

存

財

源

合 計

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

配 当 割 交 付 金

計

諸 収 入

繰 入 金

繰 越 金

地 方 譲 与 税

自

主

財

源
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（単位　円）

      額

29　　年　　度　 元年度 30年度 29年度 元年度 30年度

指 数 （ 年 度 ＝ ）構 成 比 ％
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別表５　一般会計・特別会計款別歳入一覧表

１

２

３

４

５

６

７

８

９

寄 附 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

配 当 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

市 税

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 譲 与 税

金 額
構成比
（％）

区　　　分

予 算 現 額

市 債

計

国 民 健 康 保 険 事 業

諸 収 入

一

般

会

計

財 産 収 入

県 支 出 金

利 子 割 交 付 金

繰 入 金

繰 越 金

国 庫 支 出 金

使 用 料 及 び 手 数 料

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

特

別

会

計

環 境 性 能 割 交 付 金

合 計

介 護 保 険 事 業

計

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

金 額
構成比
（％）

予算現額
に対する
割 合
（ ％ ）

調 定 額
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調定額
に対す
る割合
（％）

金 額

予算現
額に対
する割
合 ％

構成比
（％）

収 入 済 額

調定額
に対す
る割合
（％）

調定額
に対す
る割合
（％）

（単位　円）

収 入 未 済 額

金 額 金 額
構成比
（％）

構成比
（％）

不 納 欠 損 額
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別表６　市税収入状況表　

           収

１

２

３

４

５

６

７

市 民 税

区　　　分 予 算 現 額 調 定 額
金 額

計

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税

入 湯 税

都 市 計 画 税
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（単位　円）

     入  済 額

収 入 未 済 額予算現額に対
する割合（％)

調定額に対する
割合（％）

構成比（％）
不 納 欠 損 額
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別表７　一般会計・特別会計款別歳入歳出年度比較表

（単位　円）

元　　年　　度 30　　年　　度 29　　年　　度

１

２

３

４

５

６

７

８

９

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 交 付 税

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

環 境 性 能 割 交 付 金

[歳　入]

収 入 済 額

市 債

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

区　　　分

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

一

般

会

計

地 方 特 例 交 付 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

寄 附 金

諸 収 入

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

繰 越 金

合 計

計

国 民 健 康 保 険 事 業

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

計

繰 入 金

特

別

会

計
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（単位　円）

元　　年　　度 30　　年　　度 29　　年　　度

１

２

３

４

５

６

７

８

９

合 計

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

計

計

国 民 健 康 保 険 事 業

一

般

会

計

総 務 費

戸 別 合 併 処 理 浄 化 槽 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

議 会 費

特

別

会

計

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

公 債 費

災 害 復 旧 費

民 生 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

商 工 費

支 出 済 額
区　　　分

[歳　出]
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別表８　一般会計・特別会計款別歳出一覧表

１ 議 会 費

２ 総 務 費

３ 民 生 費

４ 衛 生 費

５ 労 働 費

６ 農 林 水 産 業 費

７ 商 工 費

８ 土 木 費

９ 消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

予 備 費

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸別合併処理浄化槽事業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

支 出 済 額

金 額
構 成 比
（ ％ ）

予算現額に
対する割合
（ ％ ）

区　　　分
金 額

計

一

般

会

計

合 計

予 算 現 額

構 成 比
（ ％ ）

特

別

会

計
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（単位　円）

予 算 現
額 に 対
す る 割
合 ％

翌 年 度 繰 越 額 不 用 額

予算現
額に対
する割
合 ％

金 額
構 成 比
（ ％ ）

構 成 比
（ ％ ）

継 続 費
逓次繰越

計
事  故
繰越し

繰越明許費
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別表９　一般会計・特別会計歳出節別集計表

（単位　円）

金 額 構成比 ％
予算現額に対
する割合(％)

１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

６ 恩 給 及 び 退 職 年 金

７ 賃 金

８ 報 償 費

９ 旅 費

交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填及び賠償金

償還金、利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

[ 一 般 会 計 ]

区　　　分

支 出 済 額
予 算 現 額

計

※ 予算現額 81,783,262,832円は、予備費 104,523,749円を除いたものである。

（単位　円）

金 額 構成比 ％
予算現額に対
する割合 ％

１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

６ 恩 給 及 び 退 職 年 金

７ 賃 金

８ 報 償 費

９ 旅 費

交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填及び賠償金

償還金、利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

予 算 現 額

※ 予算現額 34,430,396,000円は、予備費 55,091,000円を除いたものである。

合 計

計

[ 特 別 会 計 ]

区　　　分

支 出 済 額
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（単位　円）

金 額 構成比 ％
予算現額に対
する割合 ％

１ 報 酬

２ 給 料

３ 職 員 手 当 等

４ 共 済 費

５ 災 害 補 償 費

６ 恩 給 及 び 退 職 年 金

７ 賃 金

８ 報 償 費

９ 旅 費

交 際 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使 用 料 及 び 賃 借 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

公 有 財 産 購 入 費

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償、補填及び賠償金

償還金、利子及び割引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

予 算 現 額

※ 予算現額 34,430,396,000円は、予備費 55,091,000円を除いたものである。

合 計

計

[ 特 別 会 計 ]

区　　　分

支 出 済 額
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別表10　一般会計・特別会計歳出使途別分類表

人　件　費

金 額

１ 議 会 費

２ 総 務 費

３ 民 生 費

４ 衛 生 費

５ 労 働 費

６ 農 林 水 産 業 費

７ 商 工 費

８ 土 木 費

９ 消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

         計

         計

介 護 サ ー ビ ス 事 業

戸別合併処理浄化槽事業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

合　　　　　　計

介 護 保 険 事 業
特

別

会

計

支 出 済 額

国 民 健 康 保 険 事 業

区　　　分

一

般

会

計
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（単位　円）

（１節～６節）  物件費・その他の経費

構成比（％）
支出済額に対
する割合 ％

金 額 構成比（％）
支出済額に対
する割合 ％
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別表11　市債目的別現在高調

総 務 債

民 生 債

衛 生 債

農 林 水 産 業 債

商 工 債

土 木 債

消 防 債

教 育 債

災 害 復 旧 債

減 税 補 填 債

臨 時 財 政 対 策 債

戸別合併処理浄化槽事業債

［ 一 般 会 計 ］

［ 特 別 会 計 ］

年 度 末 現 在 高 元 年 度 借 入 額

年 度 末 現 在 高 元 年 度 借 入 額

計

区　　　分

区　　　分

計
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（単位　円）

元 金 利 子

（単位　円）

元 金 利 子

元 年 度 末 現 在 高

元 年 度 元 利 償 還 額
元 年 度 末 現 在 高

元 年 度 元 利 償 還 額
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